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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３１年３月４日（平成３１年（行情）諮問第１７６号） 

答申日：令和元年１２月１３日（令和元年度（行情）答申第３８６号） 

事件名：「監督指導業務の運営に当たって留意すべき事項について」の一部開

示決定に関する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙に掲げる文書１ないし文書９（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）につき，その一部を不開示とした各決定については，不開示とされ

た部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号。以下「法」という。）３条の規定に基づく開

示請求に対し，平成３０年１１月２８日付け厚生労働省発基１１２８第１

７号ないし１１２８第２５号により厚生労働大臣（以下「処分庁」又は

「諮問庁」という。）が行った計９件の各一部開示決定（以下，併せて

「原処分」という。）について，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

 原処分における不開示の理由として，「公にすることにより，犯罪の

予防に支障を及ぼすおそれ」（法５条４号）及び「公にすることにより，

当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，検査に係る事務に

関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法な行為の発見を困

難にするおそれ」（同条６号イ）が挙げられている。 

    本件請求文書は毎年発せられる通達であり，審査請求人はその過去の

年度のものを開示請求したに過ぎない。過去の年度に係る文書の開示が，

今後の業務遂行に支障をきたすとはいえない。 

    平成３０年度の「監督指導業務の運営に当たって留意すべき事項につ

いて」（平成３０年２月１３日付け基発０２１３第１号）については，

全国労働安全衛生センター連絡会議発行の「安全センター情報」誌２０

１８年６月号（通巻４６０号）において，その全部が明らかになってお

り，一般に知ることができる。 



 

2 

 

 

    したがって，審査請求人が開示請求した文書は“最新年度分について

既に全文が公になっている文書”の過去分であり，これを公にすること

によって何らかの支障が生じるとは考えられないはずである。 

 （２）意見書 

ア 不開示が不適当と考える理由 

  非現用文書であるということ。通達は毎年度発出されているもので

あり，本件請求対象文書は過年度の通達であるから，非現用文書であ

る。過年度の通達の情報を開示しても，現在の事務の遂行に「支障を

及ぼすおそれ」は生じないのではないか。 

  最新年度の通達がすでに公になっていること。平成３０年度の通達

についてはすでに公になっている（資料）。これは，全国労働安全衛

生センター連絡会議が実施した開示請求によるものである。そのため，

過年度の通達を「公にすること」によって新たに「支障を及ぼすおそ

れ」が生じるとはいえないのではないか。 

イ 法の下の平等について 

全国労働安全衛生センター連絡会議の開示請求に対しては，平成３

０年度の通達が全面的に開示されている。にもかかわらず，類似の

文書を開示請求した者に対して一部開示の処分をすることは，法の

下の平等を定めた日本国憲法１４条に反するのではないか。 

ウ 理由の教示について 

 一部開示決定について，単に法の条項を示すのみで，審査基準に

則って判断したかどうかを教示しないのは不親切なものと考える。 

不開示の理由について抽象的な理由を示すだけでは不十分である。

なぜ非現用文書であるにもかかわらず支障があるのか，なぜ最新年

度の通達が既に公になっているのに過年度の通達の開示ができない

のか，ほかの開示請求者と異なる処分をしているのではないかとの

疑問に対し，具体的に理由を説明すべきである。 

    （資料 略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年１０月２９日付けで厚生労働大臣に対し，

法の規定に基づき，「「監督指導業務の運営に当たって留意すべき事項

について」と題して発出されている毎年度の基発。保存されている年度

分すべて。ただし最新の平成３０年度分のものについては除く。」の開

示請求を行った。 

（２）これに対して，処分庁が一部開示の原処分を行ったところ，審査請求

人はこれを不服として，平成３０年１１月２９日付け（同年１２月３日

受付）で本件審査請求を提起したものである。 
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２ 諮問庁としての考え方 

  本件審査請求について，本件対象文書を特定し，その一部を不開示とし

た原処分は妥当であると考える。 

３ 理由 

（１）本件対象行政文書について 

 本件開示請求に対し，処分庁は，別紙に掲げる文書１ないし文書９を

本件対象文書として特定した。 

（２）不開示情報該当性について 

本件対象文書には，監督対象事業場の選定方法，措置要領など，監督

指導事務に係る実施内容に関する情報が含まれており，これらが公にさ

れた場合には，監督対象とした事業場や業種等において労働関係法令違

反の隠蔽を行うようになるなど，犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあ

り，かつ，労働基準行政機関が行う事務に関する情報であって，検査事

務という性格を持つ臨検監督指導業務に係る事務に関し，正確な事実の

把握を困難にするおそれ又は違法な行為の発見を困難にするおそれがあ

る。 

このため，これらの情報は，法５条４号及び６号イの不開示情報に該

当し，不開示とすることが妥当である。 

（３）審査請求人の主張について 

審査請求人は，審査請求書（上記第２の２）の中で「過去の年度に係

る文書の開示が，今後の業務遂行に支障をきたすとはいえない」として

原処分の取消しを求めるが，不開示情報該当性については，上記（２）

で示したとおりであり，審査請求人の主張は認められない。 

４ 結論 

以上のとおり，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと

考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３１年３月４日  諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月１５日      審議 

   ④ 同月１８日      審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 令和元年１２月３日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本件

対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同月１１日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

 本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書の一部について，法５条
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４号及び６号イに該当するとして不開示とする原処分を行ったところ，審

査請求人は不開示部分の開示を求めている。 

  これに対して，諮問庁は原処分を妥当としていることから，本件対象文

書を見分した結果を踏まえ，以下，不開示とされた部分の不開示情報該当

性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

  本件対象文書は，別紙に掲げる文書１ないし文書９であり，平成２１年

度ないし平成２９年度の各年度における監督指導業務の運営に当たって留

意すべき事項について，当該各年度に先立ち厚生労働省労働基準局長から

都道府県労働局長に対して通知した文書である。 

（１）諮問庁は，不開示部分の不開示情報該当性について，理由説明書（上

記第３の３（２））のとおり説明する。 

（２）当審査会において本件対象文書を見分したところ，別紙に掲げる各文

書には，それぞれ平成２１年度ないし平成２９年度の当該各年度におけ

る監督指導業務に当たっての留意点等が記載されていると認められる。 

   また，各文書は，冒頭に各年度の「監督指導業務の運営に当たっての

基本的考え方」の認識が述べられた後，年度により１４ないし１８項目

の柱が立てられ，監督指導各業務についての各年度の重点課題や業務運

営の際の留意点が記載されているものと認められる。また，その記載内

容は，各年度の「基本的考え方」を踏まえ，柱立てを含めて毎年度見直

し・変更が行われているものと認められる。 

   したがって，審査請求人が審査請求書及び意見書（上記第２の２（１）

及び（２））において主張しているとおり，本件対象文書である各文書

に記載されている内容は，平成２１年度ないし平成２９年度の各年度に

おいて完結しており，毎年度の変更・見直しの中で再び過去の通知と同

様の内容が記載されることが仮にあったとしても，原処分の時点におい

ては，それぞれ過去のものであると認められる。 

（３）さらに，不開示部分には，原処分において開示されている情報又は労

働基準法，労働安全衛生法，最低賃金法等関係法令の規定から推認でき

る内容が多く記載されているほか，いずれも個別具体の事案に関するこ

とは記載されておらず，かつ，業務運営上の一般的な方針・指示の記載

にとどまっており，監督指導業務において秘匿すべき調査手法，ノウハ

ウ等が記載されているとは認められない。 

（４）以上により，不開示部分は，これを公にしても，労働基準監督機関が

行う検査等に係る事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又

は違法若しくは不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にする

おそれがあるとは認められず，犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがある

と行政機関の長が認めることにつき相当の理由があるとも認められない。 
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したがって，当該部分は，法５条４号及び６号イのいずれにも該当せ

ず，開示すべきである。   

３ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条４号及び６号

イに該当するとして不開示とした各決定については，不開示とされた部分

は，同条４号及び６号イのいずれにも該当せず，開示すべきであると判断

した。 

（第３部会） 

 委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 
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別紙 本件対象行政文書 

文書１ 平成２１年２月１６日付け基発０２１６００１号「監督指導業務の 

運営に当たって留意すべき事項について」 

文書２ 平成２２年２月１７日付け基発０２１７第２号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書３ 平成２３年２月１６日付け基発０２１６第６号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書４ 平成２４年２月１４日付け基発０２１４第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書５ 平成２５年２月１３日付け基発０２１３第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書６ 平成２６年２月１８日付け基発０２１８第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書７ 平成２７年２月１６日付け基発０２１６第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書８ 平成２８年２月１６日付け基発０２１６第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

文書９ 平成２９年２月１３日付け基発０２１３第１号「監督指導業務の運

営に当たって留意すべき事項について」 

 

 


